
第１ 平成２５年度予算概算要求の
基本方針とポイント

（全体方針）

○ 「日本再生戦略」（平成２４年７月３１日閣議決

定），「持続可能で活力ある国土・地域づくり」

（同日国土交通省発表）及び「社会資本整備重

点計画」（平成２４年８月３１日閣議決定）の推進

に向け，東日本大震災からの復興，防災・減災

対策等の推進，持続可能で活力ある国土・地域

の形成等に特に重点を置くとともに，デフレ脱

却・経済活性化（モノ・人・お金を動かす）を

確実なものとするため，民間活力の活用を図り

つつ，ハード・ソフト両面から施策を推進する

こととし，省内の既存予算の組替えに積極的に

取り組み，メリハリのある要求を行う。

○ この際，通常の要求，重点要求及び特別重点

要求については要求可能な枠を最大限活用する

とともに，全国防災を含め，東日本大震災から

の復興について事業の着実な進捗を図るために

必要な額の要求を行う。

○ なお，要求に際しては，行政事業レビューの

結果等の的確な反映等を行い，予算の無駄を排

除する。

（真に必要な公共事業予算の確保）

○ 政府全体の公共事業予算は，近年削減が続い

てきた中，平成２１年度と比較すると，平成２２年

度予算では１．３兆円（▲１８．３％），平成２４年度予

算で２．５兆円（▲３５．３％）もの削減がなされて

いる。

○ このような中，平成２５年度予算については，

「日本再生戦略」等の推進に向け，東日本大震

災からの復興，防災・減災対策等の推進，持続

可能で活力ある国土・地域の形成等を着実に進

める必要があり，選択と集中を行いつつ，通常

の要求，重点要求及び特別重点要求を最大限活

用し，対前年度比１．０５の要求を行うとともに，

全国防災を含め復興に必要な額も併せて要求す

る。

○ 以上により，我が国が抱える様々な課題に対

応するため，真に必要な公共事業予算が確実に

確保されるよう努める。

（総合力の発揮）

○ 企画構想段階から社会資本の整備・維持管理

に至るまで様々な場面におけるPPP（官民連

携）／PFIの推進など民間の知恵，人材，資金等

を最大限活用する。

○ また，中小企業を含む地域経済が持続的に成

長できるよう配慮する。

平成２５年度
国土交通省関係予算概算要求の概要

国土交通省大臣官房会計課

建設マネジメント技術 2012年 11月号 ５１



第２

○ 更に，省内各部局間はもとより，他の府省・

地方公共団体・外国政府等との幅広い連携を強

化することにより，総合的な政策を推進し，よ

り高い効果を実現する。

（既存予算の見直し）

○ 限られた予算で最大限の効果の発現を図るた

め，新たな社会資本整備重点計画を踏まえつ

つ，選択と集中やコスト縮減を通じた徹底的な

効率化等を行うとともに，行政事業レビューの

結果等の的確な反映，調達改善によるコスト削

減，横割り（横串）的な重複排除を着実に行う。

《概算要求の規模》

○ 一般会計予算

公共事業関係費

４兆１，３４３億円（対前年度１．０５倍）

非公共事業

・裁量的経費 ２，７９３億円（対前年度１．０４倍）

・義務的経費等 ３，２７４億円（対前年度０．９５倍）

合 計 ４兆７，４１０億円（対前年度１．０４倍）

�
�
�

うち，「特別重点要求」 ３９５億円�
�
�「重点要求」５，７５８億円

東日本大震災からの復興対策に係る経費

８，７５４億円

�
�
�

うち，全国防災関係経費 ３，０９７億円 �
�
�（うち，公共事業関係費 ２，９０１億円）

（参考） 全国防災関係経費を含む公共事業関係

費 ４兆４，２４４億円（対前年度１．０６倍）

○財政投融資 ３兆３，７３３億円（対前年度１．０４倍）

財投機関債発行予定額

３兆１，８６２億円（対前年度１．０４倍）

平成２５年度予算概算要求の概要

１． 予算の重点化

「日本再生戦略」「持続可能で活力ある国土・地

域づくり」及び「社会資本整備重点計画」の推進

に向け予算を重点化し要求を行う。

具体的には，東日本大震災からの復興対策を着

実に推進し，また，大規模災害等に備えつつ，災

害に強い国づくりに向け，防災・減災対策等を推

進するとともに，民間活力の活用を図りつつ，ハ

ード・ソフト両面から施策を推進し，持続可能で

活力ある国土・地域の形成及びこれを通じたデフ

レ脱却・経済活性化（モノ・人・お金を動かす）

を図ることとし，これらの分野に重点を置き，

「選択と集中」を徹底し，予算のメリハリをつけ

る。

各事業・施策分野においては，その目的・成果

に踏み込んできめ細かく重点化し，限られた予算

で最大限の効果の発現を図る。

�．東日本大震災からの復興の推進

東日本大震災からの復興に当たっては，復興に

向けたまちづくり等を着実に推進し，被災地域の

早期復興に全力で取り組むとともに，被災地の復

興が日本再生の先駆例となるよう，ハード・ソフ

ト両面から施策を推進する。

○復興に向けたまちづくり

被災市街地の復興に向けたまちづくりについ

て，津波による浸水面積・割合，都市機能の被災

度合い等の被災状況や都市構造の特性，地元の意

向等に応じた様々な復興の在り方に対応できるよ

う，住民の集団移転，安全性確保のための市街地

基盤の再整備，復興拠点の整備，液状化対策など

を支援する。

○被災地における耐震化・津波対策等の推進

・被災した堤防等の災害復旧（海岸堤防等の粘り

強い構造での整備を含む）を進めるとともに，
かさ

堤防・水門等の液状化対策・耐震化，堤防の嵩

上げ，水門等の自動化・遠隔操作化等を行う。

・強い地震動により新たな斜面の崩壊のおそれが

生じている地域において土砂災害対策を行う。

・甚大な被害を受けた沿岸部の下水処理場におけ

る災害復旧を進めるとともに，下水道施設の耐

震化，耐水化を行う。

・法面・盛土等の防災対策や橋梁の耐震補強等を

はじめとする道路の防災・震災対策を実施する。
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・港湾施設や海岸保全施設の災害復旧，特に防波

堤においては粘り強い構造での復旧を進めると

ともに，災害時における緊急物資輸送等のため

の耐震強化岸壁等の整備，湾口防波堤と防潮堤

等の効果的な組み合わせによる多重的な防護を

行う。

○被災者の居住の安定確保

東日本大震災によって住宅を失った被災者の居

住の安定を確保するため，地方公共団体が行う災

害公営住宅等の建設，用地取得造成，家賃低廉化

等を支援する。

○被災した公共交通の復興の支援

被災者の暮らしを支える基盤となる公共交通に

ついて，被災状況・復興状況や地形等の地域の特

性に応じ，バス交通等の確保維持，鉄道の復旧を

支援する。

○環境に配慮した被災地復興

東日本大震災で被災した官庁施設の復旧に併

せ，再生可能エネルギー・新技術の積極的導入と

省エネルギー・節電技術の徹底活用を組み合わ

せ，ゼロエネルギー化を目指した整備をモデル的

に実施するなど，環境に配慮した被災地復興を推

進する。

○復興道路・復興支援道路の整備

［１，２４４億円（１．１４）］

被災地の早期の復興を図るため，三陸沿岸道路

等の太平洋沿岸軸，沿岸部と東北道を結ぶ横断軸

の強化について，民間の技術力を活用した事業推

進体制（事業促進PPP）により，重点的な整備を

推進する。

○被災地の観光振興 ［１０億円（３．３６）］

・復興の基盤が整いつつある太平洋沿岸エリアに

おいて，東北観光博の仕組みを踏まえた取組

や，旅行需要回復のための支援を実施するとと

もに，東北観光博で構築した仕組みを地域に定

着させるため，効果検証を行い，仕組みの改善

と地域の自立的な実施に向けた支援を行う。

・福島県における早期の観光復興を最大限に促進

するため，同県が実施する風評被害対策及び震

災復興に資する観光関連事業に対して補助を行

う。

○被災地におけるPPP／PFIの推進

［２億円（１．００）］

東日本大震災からの復興の基本方針を踏まえ，

PPP／PFIを活用した復興事業を実施する被災地

の地方公共団体等を支援する。

�．防災・減災対策をはじめとする国民生活の安

全・安心の確保

首都直下型地震，東海・東南海・南海地震等の

大地震や，台風，集中豪雨等の風水害等に備えつ

つ，災害に強い国づくりに向け，防災の主流化※

に対応しつつ，防災対策や，人命を優先し被害の

最小化を図る減災対策を，官民の適切な役割分担

の下に，ハード・ソフト両面から推進する。

また，既存施設の耐震化，津波対策等を図りつ

つ，老朽化する社会資本の適確な維持管理・更新

を推進する。

更に，国民の生活を支える公共交通の安全・安

心の確保に取り組むとともに，領海警備や災害救

助に当たる海上保安庁の執行体制を強化する。

※防災の主流化（Mainstreaming Disaster Reduction）

とは，あらゆる行政分野について「防災」の観点か

ら総点検を行い，必要な資源を割り当てることであ

り，世界防災閣僚会議in東北（２０１２年７月）におい

てもその必要性が強調された。

� 防災・減災対策の推進

〈東日本大震災の教訓を踏まえた地震・津波対策〉

○公共施設の耐震化・津波対策等の推進

［９０５億円（１．０２）］

今後発生すると想定されている首都直下地震，

東海・東南海・南海地震等における地震被害及び

津波被害の発生を防止するため，全国レベルでの

公共施設の耐震化・津波対策等を強力に推進す

る。

・沿岸域，河川の津波遡上区間や低平地におけ

る，堤防・水門等の液状化対策・耐震化，堤防

の嵩上げ，水門等の自動化・遠隔操作化等を実

施する。

・背後に山間地を抱えるような地域において，避
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難地や避難路等の保全等，津波からの避難に資

する土砂災害対策を推進する。

・下水管の液状化対策，水処理施設の耐震補強，

開口部の防水化，自家発電施設の充実など，下

水道施設の耐震化・耐水化対策を推進する。

・法面・盛土等の防災対策や橋梁の耐震補強等を

はじめとする道路の防災・震災対策を推進する。

・人命の安全の確保，防災機能の強化及び災害に

強い地域づくりを図るための官庁施設の総合的

な耐震安全性の確保を図る。

・津波被害からの行政機能の早期回復を図るとと

もに，一時的な避難場所の確保により人命の救

済に資するための官庁施設における総合的かつ

効果的な津波対策を推進する。

・災害時における緊急物資輸送等のための耐震強

化岸壁等の整備，粘り強い構造の防波堤の整

備，津波防波堤の整備，海岸保全施設の耐震化

等による背後地域の防護，湾口防波堤と防潮堤

等の効果的な組み合わせによる多重的な防護を

行う。

・航路標識について，地震・津波等の自然災害に

耐えうる改修等の実施，電源への太陽光発電の

導入により，災害時等における標識機能の確保

を図る。

○都市の安全確保の推進 ［５億円（１．４７）］

大規模地震発生時の都市再生緊急整備地域内の

滞在者等の安全と都市機能の継続を図る事業を推

進する。

○三大湾等における総合的な地震・津波対策の推

進 ［１億円（皆増）］

我が国の経済を牽引する物流，産業，エネルギ

ー等の諸機能が高密度に集積する三大湾等におい

て，大規模地震が発生した際，当該地域における

港湾機能を維持・継続するため，津波来襲時の大

型船の避泊水域を確保するための調査等を実施

し，重要な拠点に至る航路機能の確保に係る制度

を創設するなど，ハード・ソフト一体となった総

合的な地震・津波対策を推進する。

○住宅・建築物の耐震化の緊急対策の実施

［１５０億円（皆増）］

・災害時の建築物の安全を確保するため，特に多

数の者が利用する大規模建築物，災害時の機能

確保が必要な避難路沿道建築物等の耐震化に対

する支援を強化する仕組みを創設する。

・住宅の耐震改修等に対する支援を強化する。

○鉄道施設の耐震化等の防災対策の推進

［９２億円（７．０３）］

・切迫する首都直下地震，南海トラフ地震などの

大規模地震災害に備え，主要な鉄道駅や高架橋

等の耐震対策を推進する。

・青函トンネルの機能保全に必要な施設の改修を

はじめとする鉄道施設の防災対策を推進する。

○被災時の空港等における機能の確保

［１１１億円（３．１６）］

航空輸送上重要な空港等について，地震被災時

において，緊急物資等輸送拠点としての機能確

保，航空ネットワークの維持や背後圏経済活動の

継続性確保，飛行中の航空機の安全確保を図るた

め，管制機能確保に必要な管制施設等の耐震化及

び無停電電源装置の整備並びに最低限必要となる

基本施設等の耐震化を実施する。

○PPP／PFIの推進 ［４億円（皆増）］

先導的な取組（防災・エネルギー分野等におけ

るエリア全体での取組等）に係る支援を行い，PPP

／PFIによる民間の知恵・資金等の積極的な活用

を推進する。

〈水害・土砂災害等対策〉

○激甚な水害・土砂災害が生じた地域等における

災害対策 ［１，２４５億円（１．０８）］

激甚な水害・土砂災害や，床上浸水が頻発する

など繰り返しの水害の発生により，人命被害や国

民の生活に大きな支障が生じている地域におい

て，被害の防止・軽減を図るため，集中的に事業

を実施する。

○予防的な治水対策の強化 ［２，６５７億円（１．０６）］

・災害を未然に防止するため，災害の起こりやす

さや災害が発生した際に想定される被害の程度

を考慮し，予防的な治水対策を計画的かつ着実

に実施する。

・特に，平成２４年７月の九州の豪雨災害等を踏ま
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えて，全国の堤防等の緊急点検を行い，その結

果を踏まえてハード・ソフトの総合的な緊急対

策を実施する。

〈地域における総合的な防災・減災対策〉

○防災・減災に資する社会資本の総合的整備

（社会資本整備総合交付金）

［１５，０５６億円（１．０５）］

社会資本整備総合交付金について，「日本再生

戦略」に基づく取組を強力に推進する観点から，

ハード・ソフトの防災・減災対策の推進に対して

重点的に配分することとする。

〈災害への対応力の強化〉

○広域的地域間共助の推進 ［１６億円（皆増）］

大規模災害発生時における地域間の効果的な相

互扶助の発揮や，人口減少下において限られた地

域資源を有効に活用した多様な主体による地域づ

くりの実現等，平時から広域的に地域が相互に連

携し，補完し合う新たな共助（「広域的地域間共

助」）を推進するため，計画策定から事業実施ま

でを一貫して支援する。

○防災情報等の強化 ［１０５億円（１．２８）］

・警戒避難支援マニュアルの作成や災害被害の予

測手法の開発等を行い，それらを活用して地方

公共団体の防災能力を向上させるための技術的

支援等を行うことにより，防災ソフト施策の高

度化・充実を図るとともに，広域的な監視体制

の強化のため防災ヘリコプターの配備を行う。

・災害発生時における船舶避難等の津波対策や各

自治体におけるハザードマップ等の作成に活用

するため，海底地形データの取得や津波防災情

報図の作成を行う。

・防災情報の高度化及び地球環境の監視に欠かせ

ない次期静止地球環境観測衛星を平成２６・２８年

度に打ち上げるための整備を着実に推進する。

・安定的な防災気象情報の提供のため，観測・予

報データ等の気象情報を迅速・円滑に伝送・処

理するための基盤となる情報通信システム（東

日本アデス）の更新・強化等を行う。

・竜巻等突風対策として，シビアウェザー目撃情

報の気象情報への活用を検討する。

・防災情報の強化を図るため，長周期地震動情報

の提供に向けた検討を行い，大都市圏の長周期

地震動観測体制を強化するとともに，火山観測

における噴煙観測システムの導入，老朽化した

火山観測機器の更新を実施する。

○中央省庁の業務継続のための設備の機能強化

［２４億円（皆増）］

首都直下型地震発生時における中央省庁の業務

継続の確保を図るため，霞が関地区の災害応急対

策活動を実施する中央省庁本庁舎の電力確保に必

要な自家発電設備の燃料槽の増設等を実施する。

○地籍整備による土地境界の明確化の推進

［１５６億円（１．０６）］

東日本大震災の教訓を踏まえ，津波等による被

害が大きいと想定される地域等において，官民境

界の調査など地籍整備を強力に推進する。

○災害時の救援・輸送体制の整備

［８億円（６０．２３）］

・災害発生直後における円滑な支援物資物流の構

築及び物流機能の早期回復を図るため，広域物

資拠点として選定された民間物流施設における

非常用電源設備等の導入及び認定を受けた特定

流通業務施設における荷崩れ防止対策等を支援

する。

・大規模災害時に地方自治体と事業者等が連携し

て被災地域に派遣する災害救援フェリーによる

救援体制・緊急輸送ネットワークを整備するた

め，災害救援を行うフェリーの改造等や港湾に

おける受入体制・防災機能の確保に対し支援す

る。

・大規模災害時において，長期間にわたり鉄道の

運行障害が発生した際に，バス輸送の活用等に

よって，モード横断的な代替輸送を確保するた

めの体制を構築する。

○災害時における外国人旅行者への情報提供

［０．５億円（１．７２）］

訪日外国人旅行者が安心して旅行できる環境を

整備するため，自然災害等緊急時において，宿泊

施設，観光施設，自治体等が正確かつ適確な初動

対応や避難誘導を行い，訪日外国人旅行者の安全
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を確保することを目的とした情報提供のあり方に

ついて調査検討を行う。

� 社会資本の適確な維持管理・更新

○社会資本の適確な維持管理・更新に向けた取組

の推進 ［３，５１９億円（１．０２）］

・社会資本の適確な長寿命化・老朽化対策を推進

するため，施設の実態を踏まえたより精度の高

い維持管理・更新費用の推計方法や，社会構造

の変化に対応した新たな維持管理・更新の実施

方策に関する施設横断的な検討を行う。

・道路を適切かつ確実に維持管理・更新し，次世

代に引き継ぐために，引き続き，予防保全対策

を着実に実行するとともに，重量制限違反者へ

の指導を徹底し，長寿命化を戦略的に進める。

・河川管理施設の安全性を確保しながら長寿命化

し，ライフサイクルコストの縮減を図るため，

河川維持管理データベースの構築を進めるとと

もに，主要な河川管理施設ごとの長寿命化計画

作成を推進する。

・老朽化が進む長大な下水道管渠を適切に管理す

るため，スクリーニング調査を核とした管渠マ

ネジメントシステム技術をモデル処理区におい

て構築・実証し，管渠のライフサイクルコスト

の低減と投資の最適化を図る。

・港湾施設の計画的かつ適切な維持管理・更新を

図るため，施設の長寿命化等に資する計画の策

定及び予防保全的なストックマネジメントへの

転換を推進する。

・社会資本の整備や維持・更新の担い手として，

更には地域の防災という観点からも重要な役割

を果たしている地域の中小建設企業の経営戦略

の実現を支援するため，専門家による相談体制

の拡充を図る。

� 公共交通の安全・安心の確保

○高速ツアーバス事故を受けた安全対策の強化

［１４億円（１．４３）］

・安全・安心な自動車社会を構築するため，自動

車運送事業者等に対する監査体制の強化のほ

か，過労運転防止のための運行管理の高度化や

先進安全自動車（ASV）の導入など，自動車

運送事業者が行う安全対策強化の取組に対する

支援の拡充を図る。

・公共交通の一層の安全を確保するため，安全規

制の検証システムを構築するとともに，運輸安

全マネジメント制度を充実・強化する。

・公共交通における事故発生時の被害者等支援の

ための関係機関との連携強化等の施策を進め

る。

・旅行会社における安全管理のあり方等に関する

調査・検討を行う。

○安全と安心のためのホームドアの充実

［１６億円（１．０８）］

近年増加傾向にある鉄道駅ホームにおける旅客

の接触転落事故等に対応するため，ホームドアの

設置を促進するとともに，ホームドア設置促進を

図るための課題に対応した新しいタイプのホーム

ドアの開発など，鉄道の安全性等に資する技術開

発を推進する（このほか，�．�「○公共交通の

確保・充実」を通じてホームドア設置を支援）。

� 海上保安庁の執行体制の強化

○海上保安庁の執行体制の強化

［３８２億円（１．４４）］

・領海警備体制を強化するため，１，０００トン型巡

視船，３０メートル型巡視艇等の巡視船艇やヘリ

コプターを整備するとともに，画像伝送機能の

強化，長距離音響発生装置，個人装備等の警備

資器材の整備を図る。【特別重点要求】

・遠方海域・重大事案等への対応体制を強化する

ため，しきしま級巡視船及び搭載ヘリコプター

を着実に整備する。

・海上保安庁が保有する領海警備情報や犯罪捜査

情報等の機密性が高い情報の管理を強化するた

め，業務に常用する情報システムをクローズ系

システムとして整備する。

�．持続可能で活力ある国土・地域の形成とこれ

を通じたデフレ脱却と経済活性化

深刻なエネルギー制約や超高齢社会の到来など

に対応し，持続可能で活力ある国土・地域の形成

を図るため，民間活力の活用を図りつつ，低炭
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素・循環型システムの構築，国際競争の基盤整

備，地域活性化等を推進し，これらを通じてモ

ノ・人・お金を動かし，デフレ脱却と経済活性化

を確実なものとしていく。

� 持続可能な社会の実現

〈低炭素・循環型システムの構築〉

○低炭素まちづくりに向けたコンパクトシティの

形成の推進 ［８億円（皆増）］

コンパクトシティの形成により都市の低炭素化

を促進し，併せて民間による都市内への再投資を

誘発するため，拡散した，又は拡散が見込まれる

都市機能を一定の地域に集約する先導的な取組に

対する支援制度を創設する。【特別重点要求】

○住宅・建築物の環境対策の推進

［２９５億円（１．３１）］

・新築住宅・建築物の建物規模に応じた段階的な

省エネ基準適合義務化の検討と併せ，ゼロ・エ

ネルギー住宅の普及促進のため，中小工務店に

よるゼロ・エネルギー住宅の整備に対する支援

を強化する。【特別重点要求】

・都市の低炭素化の促進に関する法律に基づく集

約都市開発事業による低炭素型の建築物の整備

の促進を図るため，省エネルギー性能等に優れ

た質の高い建築物を整備する民間事業者等に対

する支援を強化する。【特別重点要求】

・住宅を含む建築物の設備システム，躯体構造の

工夫特殊建材の導入など各種要素技術を総合し

て建築物の電力消費のピーク対策への効果を検

証することにより，ピーク対策のための電力依

存度の評価技術及びそれを最適化するための革

新的な設計システムの開発を行う。【特別重点

要求】

・環境に配慮したオフィス等について，わかりや

すい評価指標（ベンチマーク）を開発・運用す

ることにより，投資を促進し，不動産市場の活

性化を図る。

○公共施設における省エネルギー化，未利用エネ

ルギーの活用 ［１６０億円（１１９．２４）］

・省エネルギー化を推進するため，道路，公園，

官庁施設において，LED照明灯の整備を推進

する。【特別重点要求】

・既設ダム等における小水力発電設備の設置等に

より，未利用エネルギーの徹底的な活用を図り

つつ，地域と連携した取組により，地域活性

化・防災力向上（地域の防災拠点における電力

の利用等）を支援する。【特別重点要求】

・再生可能エネルギーの普及拡大に資するよう，

焼却炉の熱エネルギーを活用した下水汚泥バイ

オマス発電技術を実規模で実証し，下水汚泥エ

ネルギー利用を推進する。【特別重点要求】

○地域交通のグリーン化を通じた電気自動車の加

速度的普及促進 ［１８億円（８．７２）］

ゼロエミッション自動車として環境性能が特に

優れた電気自動車の普及を効果的に加速し，低炭

素まちづくりや地域・交通事業のグリーン化を推

進する観点から，地域や自動車運送事業者による

電気自動車（バス，タクシー及びトラック）の集

中的導入等であって他の地域や事業者による導入

を誘発・促進するような先駆的な取組について重

点的な支援を行う。【特別重点要求】

○超小型モビリティの導入促進［６億円（皆増）］

交通の省エネルギー化に資するとともに，高齢

者を含むあらゆる世代に新たな地域の手軽な足を

提供し，生活・移動の質の向上をもたらす超小型

モビリティの普及に向け，成功事例の創出等を行

うため，地方自治体，観光・流通関係事業者等に

よる先導導入や試行導入の優れた取組を重点的に

支援する。【特別重点要求】

〈地域の生活・経済機能の強化〉

○高齢者，子育て世帯に優しい「医職住」の近接

化 ［３８５億円（１．０８）］

・高齢化の著しい大都市周辺部において，医職住

の近接化を図る観点から，居住機能の集約化と

あわせた子育て支援施設や福祉施設等の整備を

進め，大規模団地等の地域居住機能を再生する

取組を支援する。

・地方都市都心部の再活性化を図るため，都心部

の老朽再開発ビルを，地域の実情に即したニー

ズに対応できるよう，社会福祉施設や医療施

設，住宅，商業といった都市機能の受け皿とし
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て再生させる取組を支援する。

・サービス付き高齢者住宅の供給促進のため，建

設・改修費に対して，民間事業者・医療法人・

社会福祉法人等を支援する。

○公共交通の確保・充実 ［３１１億円（１．０２）］

生活交通の存続が危機に瀕している地域等にお

いて，地域の特性・実情に最適な移動手段が提供

され，また，バリアフリー化やより制約の少ない

システムの導入等移動に当たっての様々な障害

（バリア）の解消等がされるよう，地域公共交通

の確保・維持・改善に向けた地域の関係者の取組

を支援する。

○離島・豪雪地域等の地域の元気回復

［１７億円（１．５５）］

・平成２５年度から全面施行される改正離島振興法

を踏まえ，離島における定住の促進，地域の活

性化を推進するため，離島活性化交付金（仮

称）を新たに創設するなど，離島における人材

育成や起業を含む雇用の拡大，交流人口の拡大

促進，安全・安心な定住条件の整備強化等の取

組を支援する。

・高齢化が進む豪雪地域における雪処理の担い手

を確保・育成するため，効率的・効果的な地域

除排雪体制の整備等を推進する。

・集落地域における持続可能な地域づくりを推進

するため，生活サービス機能を集約した「小さ

な拠点」の形成等に向けた合意形成・プランづ

くり，及び活動の拠点となる施設の整備とその

施設を核とした地域活動の発展に必要な支援を

行う。

○地域の経済・社会を支える社会資本の総合的整

備（社会資本整備総合交付金）【再掲】

［１５，０５６億円（１．０５）］

社会資本整備総合交付金について，「日本再生

戦略」に基づくハード・ソフトの取組を強力に推

進する観点から，地域経済の活性化や国際競争力

の強化に資する基盤整備の推進，子育て世代が住

みやすく，高齢者が自立して健康，安全，快適に

生活できる持続可能な地域社会の構築等の取組で

あって，官民のパートナーシップにより推進する

ものや民間投資を誘発するものに対して，重点的

に配分することとする。

� 国際競争力強化に向けた活力ある国土・都

市・地域の形成

〈交通インフラ・ネットワークの機能拡充・強化〉

○物流ネットワークの整備 ［１，６４７億円（１．１４）］

国際物流の円滑化等により国際競争力を強化す

るため，国際海上コンテナ車両等が通行すべき大

都市圏環状道路等のネットワーク整備や通行支障

区間の解消，高速道路等と拠点空港・港湾・鉄道

駅との直結を含むアクセス整備を推進する。

○全国ミッシングリンクの整備

［３，９９５億円（１．０９）］

地域経済・産業の強化を図るとともに，災害に

強い広域ネットワークを構築するため，民間の技

術力を活用しつつ，主要都市間等を連絡する高規

格幹線道路等の整備を推進する。

○首都圏空港等の強化 ［２１４億円（１．２８）］

・首都圏の都市間競争力アップにつながる羽田・

成田の強化，徹底したオープンスカイの推進，

ローコストキャリア（LCC）やビジネスジェッ

ト等により創出される新たな航空需要への対応

強化を図るため，首都圏空港の容量拡大に必要

な事業を実施する。

・羽田空港においては，２４時間国際拠点空港化を

進めるため，平成２５年度中の国際線９万回への

増枠に必要な国際線地区の拡充及び発着容量

４４．７万回への増枠に必要なエプロンの整備や深

夜早朝時間帯の長距離国際線の輸送能力増強に

必要なC滑走路延伸事業等を重点的に推進す

る。

・成田空港においては，平成２２年１０月の地元合意

を踏まえた３０万回への増枠（最短で平成２６年度

中）を実現するため，ピーク時間帯の処理能力

拡大に必要となる同時平行離着陸方式の効率的

な運用に必要な監視装置の整備等を実施する。

・国際戦略総合特区に指定された東京都心と羽

田・成田両空港を結ぶ鉄道アクセスを改善する

とともに，依然として高い東京圏の通勤混雑緩

和を図るため，都心と郊外・国際空港とを直結
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する「都心－空港・郊外直結鉄道」プロジェク

トの検討を進める。

○国際コンテナ戦略港湾の機能強化

［４３７億円（１．２２）］

国際コンテナ戦略港湾として「選択」された阪

神港，京浜港において，アジアと北米・欧州等を

結ぶ国際基幹航路の日本への就航を維持・拡大さ

せるため，ハブ機能の強化のためのコンテナター

ミナル等のインフラ整備，荷役機械整備等への支

援，貨物集約，港湾運営の民営化等のハード・ソ

フト一体となった総合的な施策を「集中」して実

施することで，その機能強化を図る。

○整備新幹線の着実な整備 ［７０６億円（１．００）］

我が国の交通体系にあって，基幹的な高速輸送

体系を形成する整備新幹線について，予定どおり

の完成・開業を目指して着実に整備を進める。

○鉄道による地域活性化 ［１２７億円（１．０３）］

・公共交通の利用促進を通じた，都市・地域構造

の低炭素化及び都市の発展，競争力の強化を図

るため，既存の都市鉄道ネットワークを有効活

用しながら，投資効果の高い大都市圏における

連絡線の整備や相互直通化，鉄道駅を中心とし

た交通ターミナル機能の向上等を推進する。

・新幹線と在来線の直通運転を実現し，新幹線の

高速化効果を他の地域にもたらすことが可能な

軌間可変電車（フリーゲージトレイン）につい

て，実用化に向けた技術開発の最終段階とし

て，実際の営業走行を想定した耐久走行試験を

実施するために必要な，新幹線と在来線の接続

線の設置等を行う。

・整備新幹線の開業効果を周辺地域に広く波及さ

せるため，整備新幹線の新規開業に合わせた地

域の鉄道の新幹線乗継駅の新設等を支援する。

〈戦略的な大都市等の再生〉

○国際競争力強化に向けた都市基盤整備の促進

［１１８億円（１．７０）］

・市街地の整備により大都市の国際競争力の強化

を図ることが特に有効な地域において，地域の

拠点や基盤となる都市拠点インフラの整備を重

点的かつ集中的に支援することにより，交通利

便性や業務機能集積が高く，国際的ビジネスの

拠点となる地域を形成する。

・大型コンテナ化等世界的な物流の効率化，企業

サプライチェーンのグローバル化に対応すると

ともに，大規模災害時における防災拠点機能の

確保を図るため，国際海上コンテナの通行可能

な幹線道路ネットワーク沿道エリア等，物流拠

点の整備が適切と認められる地域において，物

流拠点等の整備・再整備を推進する。

〈住宅・不動産市場の活性化〉

○中古住宅流通，リフォームの促進

［２４億円（３．１３）］

・消費者が安心して中古住宅の取得，リフォーム

を行える市場環境を整備するため，消費者に対

する相談体制の整備や情報提供機能の強化を進

めるとともに，リフォームの主な担い手として

期待されている中小工務店の信頼性向上，技術

力の向上等に資する取組等に対して支援する。

・不動産流通市場の活性化を図るため，不動産事

業者のコンサルティング機能の向上，新たな建

物評価手法の構築・普及，不動産情報ストック

の充実等を推進する。

○不動産投資環境の整備 ［５億円（１４．４２）］

・不動産投資・流通市場の活性化，不動産価格の

マクロ経済への影響の適切な把握等のため，国

際指針に基づき，精度・速報性に優れた不動産

価格指数を整備する。

・不動産証券化等の手法を活用し，老朽・遊休不

動産の再生を促進するため，地方事業者等向け

の相談窓口の設置，モデル性の高い証券化事業

への支援等を行う。

○若年低所得者等の持家確保方策や空き家対策等

の新たな課題への対応 ［１７７億円（１．７１）］

・住宅金融支援機構のフラット３５Sについて，金

利引下げ幅を拡大することにより，若年低所得

者を含めた一次取得者の良質な住宅の取得を支

援する。

・空き家の活用・適正管理等に資する既存住宅市

場環境の整備を推進するための体制整備等を支

援する。
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〈観光立国戦略〉

○観光立国の推進 ［１０１億円（１．０１）］

・「平成２８年：訪日外国人旅行者数１８００万人」の

着実な達成のため，マーケティング・リサーチ

等を踏まえた市場別プロモーション方針に基づ

き，MICE誘致を含めて効果的・効率的な訪日

促進プロモーションを実施していくとともに，

大きな拡大が予想される東南アジア市場につい

て，取組を本格的に展開する。

・マーケティングの視点も踏まえた戦略拠点及び

地方拠点の整備等により，引き続き，訪日外国

人旅行者の受入環境の整備を促進する。

・地域独自の「ブランド」の確立を通じた日本の

顔となる観光地域の創出に向けた取組の支援等

を行う。

・地域の観光産業の中核を担うものの，中小事業

者が大半を占める宿泊産業について再生のため

の仕組みの構築等を図る。

・ワークライフバランスの実現に資する休暇改革

を推進するとともに，観光に関する取組を着実

に実施するため，観光統計の整備を進める。

※別途，�．「○被災地の観光振興」を通じて，東日本
大震災の被災地における観光振興を支援。

〈海洋の開発・利用・保全の戦略的な推進〉

○海洋フロンティアへの挑戦 ［１７５億円（１．２８）］

新興国のエネルギー需要拡大等により，世界の

海洋開発市場が急成長していることを踏まえ，海

洋開発分野における我が国産業界のビジネス拡大

を図るとともに，世界の成長を取り込むため，世

界最先端の海洋環境技術開発，洋上風力発電の普

及拡大，海洋産業の戦略的育成を推進するととも

に，遠隔離島における活動拠点整備，低潮線等の

保全，海洋権益の保全に資する自律型潜水調査機

器（AUV）等による海洋調査の推進など海洋開

発を支える環境整備を図り，新たな成長産業の創

出を目指す。【特別重点要求】

〈民間投資誘発の取組〉

○PPP／PFIの推進【一部再掲】［１２億円（１．５０）］

・PPP／PFIの推進に係る運用上の課題等の調

査，先導的な案件形成等に係る支援及び先導的

な取組（防災・エネルギー分野等におけるエリ

ア全体での取組やPFIの実施の可否を検討する

制度の導入等）に係る支援を行い，PPP／PFI

による民間の知恵・資金等の積極的な活用を推

進する。

・東日本大震災からの復興の基本方針を踏まえ，

PPP／PFIを活用した復興事業を実施する被災

地の地方公共団体等を支援する。

� 世界における日本のプレゼンスの強化

○海外インフラプロジェクトの推進，建設業の海

外展開の推進 ［３９億円（１．５３）］

・鉄道システム，道路や水インフラ，港湾関連産

業，船舶・海洋施設，環境共生型都市開発等の

積極的な海外展開を図るため，東日本大震災で

発揮された我が国の優れた防災・減災技術も活

用しつつ，プロジェクト構想段階から受注・実

施段階に至るまで，官民連携による総合的・戦

略的な支援・推進体制を整備し，具体的案件の

受注を目指して，政治のリーダーシップによる

トップセールス等の展開や，プロジェクト構想

段階からの案件形成・コンソーシアム形成等に

対して支援を行う。

・プロジェクトの企画・構想といった川上段階か

ら我が国の優れた技術・システムや基準が組み

込まれるよう，国際標準化の推進や相手国のス

タンダード獲得など，ソフトインフラの積極展

開に向けた取組の強化を図るとともに，相手国

のニーズを適確に踏まえた案件発掘・形成の取

組を強化する。

・我が国の最先端の技術・システムをショーケー

ス化して海外に発信することにより，我が国の

インフラ関連産業の海外展開を促進するため，

インフラ海外展開の先導的なモデルプロジェク

トを認定・支援／実施する。

・途上国等における防災対策支援，民間企業ビジ

ネスの海外展開促進のため，アジアをはじめと

する災害に脆弱な国に対して，各国のニーズに

応じて，産・学と協働，関係省庁・機関間で連

携し，調査・計画段階から整備，管理・運用段

階まで一貫して，防災情報，警戒避難体制，イ
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廃止 ２
抜本的改善 ４
一部改善 ４
現状通り なし

ンフラ，土地利用規制，制度・体制を組み合わ

せた対策をヒト・モノ・ノウハウを合わせて総

合的に提供する「防災パッケージ」を戦略的に

世界へ展開する。

・世界的に技術的優位性を有する我が国の下水道

技術の海外展開を促進するため，海外における

先導的デモプロジェクトを実施し，相手国の本

邦技術に対する理解の醸成，現地技術者の育成

等を図る。

・進出先国の市場動向などの有益な情報を提供す

るためのデータベースや海外建設事業に必要な

人材のデータバンクの構築等により，建設企業

が海外で事業展開するための環境整備を図る。

２． 特別重点要求，重点要求等の活用

国土交通省では，「持続可能で活力ある国土・

地域づくり」や「社会資本整備重点計画」をまと

め，優先的に実施すべき施策を明らかにし，施策

を展開していくこととしており，これらに掲げら

れた施策の多くが「日本再生戦略」に位置づけら

れている。

このため「日本再生戦略」等の推進に向け，グ

リーン成長戦略に関し特別重点要求を行うととも

に，「持続可能で活力ある国土・地域づくり」や

「社会資本整備重点計画」に掲げられた施策のう

ち「日本再生戦略」に盛り込まれた施策を中心に

重点要求を最大限行う。

また，東日本大震災からの復興と災害に強い国

づくりに向け，全国防災を含め東日本大震災から

の復興に係る経費については，必要な金額を要求

する。

３． 既存予算の見直し

限られた予算で最大限の効果の発現を図るた

め，新たな社会資本整備重点計画を踏まえつつ，

選択と集中やコスト縮減を通じた徹底的な効率化

等を行うとともに，行政事業レビューの結果等の

的確な反映，調達改善によるコスト削減，横割り

（横串）的な重複排除を着実に行う。

�．社会資本整備重点計画の着実な推進

新たな社会資本整備重点計画においては，厳し

い財政状況やグローバルな競争の進展等，様々な

課題に対応するため，中長期的な社会資本整備の

あるべき姿を提示するとともに，「選択と集中」

の基準を踏まえ，４つの重点目標を設定したとこ

ろであり，今後，計画に基づき，重点的，効果

的・効率的に社会資本整備を着実に推進する。

�．国土交通省予算監視・効率化チームの取組

平成２２年のチーム発足以降，予算執行計画に基

づき，「行政事業レビュー」の実施のほか，「調達

改善計画」の策定・推進，「補助金及び重要な調

達」の事前審査等，政務のリーダーシップのも

と，外部有識者の積極的な参画により，納税者の

視点に立って，予算の効率化に向けた取組を積極

的かつ着実に進めてきたところ。

� 行政事業レビューの結果の的確な反映

行政事業レビューの結果を，平成２５年度の事業

に的確に反映させる。

外部有識者が参加する予算監視・効率化チーム

のもと，国土交通省が実施する事業（平成２３年度

分）のうち，１０事業について公開プロセスを通じ

たレビューを実施した。また，公開プロセスで明

らかになった「横断的な見直しの視点」を活用し

ながら，他の国土交通省全ての事業（平成２３年度

分５５４，平成２４年度新規事業５１，事務的経費・人

件費等は除く）についてレビューを実施した。

これらの結果は，概算要求に着実に反映した。

○公開プロセスの評価結果の概要（計１０事業）

○行政事業レビュー全体の評価結果の概要

（全５５４事業，公開プロセス含む）
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事業数 構成比

廃止 １６５ ２９．８％
抜本的改善 ５９ １０．６％
一部改善 ２８４ ５１．３％
現状通り ４６ ８．３％

２３年度第１四半期
の契約額

２４年度第１四半期
の契約額

縮減額

７８０．８億円 ３５５．４億円 ４２５．４億円

２３年度 ２４年度 ２５年度
２４年度―
２３年度

２５年度―
２３年度

８．６億円 ７．６億円 ６．２億円 ▲１．０億円 ▲２．４億円

○行政事業レビューによる平成２５年度予算概算要

求への反映額

約１８８億円（反映額を特定できるもの）

※行政事業レビューは平成２３年度事業を対象としたもの

であり，これ以外に，平成２４年度予算において措置済

みのものもある。

� 調達の改善

調達改善計画に基づく取組等を着実に進め，調

達の改善を図る。

本年３月，予算監視・効率化チームにおいて決

定した調達改善計画を，着実に推進している。主

な取組の進捗状況は，以下のとおり。

○公共工事の総合評価落札方式の改善

透明性・公正性を確保しつつ，低価格入札に伴

う品質低下の懸念に対応するため，ほぼすべての

工事に一般競争・総合評価落札方式を適用。

さらに，技術提案作成・審査に係る事務負担増

大等の課題に対応するため，総合評価落札方式に

ついて，施工能力を評価するタイプと技術提案を

評価するタイプへ二極化することとし，本年度よ

り地方整備局で試行。

試行結果を踏まえ，本年度中にガイドラインを

作成し，平成２５年度からの本格運用を目指す。

○競争性のない随意契約の見直し

競争性のない随意契約を締結しようとする案件

について，競争性のある契約へ移行できないか検

討し，平成２４年度第１四半期は，平成２３年度第１

四半期と比べ，競争性のない随意契約が１，４１６

件，４２５．４億円縮減した。

引き続き，競争性のある契約への移行を進め，

コスト削減を図る。

○一者応札の見直し

平成２２・２３年度に一者応札となった全調達案件

について，一者応札を解消する措置（競争参加資

格の見直し，仕様の見直し等）を講じている。

平成２４年度第１四半期は３２０件について見直し

を行い，４９件（１５％）で一者応札が解消した。

○定期刊行物等の購入の見直し

定期刊行物等（雑誌，新聞等）の購入について

見直しを進めた。この結果，平成２４年度は，平成

２３年度と比べ，１．０億円のコスト削減となった。

また，平成２５年度は，平成２３年度と比べ，２．４

億円のコスト削減となる。

○タクシーチケット使用停止・立替払い

本省等で試行しているタクシーチケット使用停

止・立替払いを継続した。この結果，平成２４年度

競争性のない随意契約の推移

※国交省の契約（平成２２年度：（ ）内は「公共工事等」）

件数 １６３，６６１件（３４，６９４件）

金額 ２２，５１０億円（１８，２２６億円）
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使用停止前
（１９年度第１四半期）

２４年度第１四半期 削減額

２．９億円 ０．８億円 ２．１億円

第１四半期は，使用停止前（平成１９年度第１四半

期）と比べ，２．１億円のコスト削減となった。

� 「補助金及び重要な調達」の事前審査の実施

外部有識者の視点も踏まえた個別案件毎の審査

の実施により，予算執行の適切性・透明性を確

保。

○非公共補助金の選定基準または交付予定につい

て審査を実施

・実施数：６０事業（新規補助金：４事業，公募

型補助金：５６事業）

○一定額以上の物品・役務契約の契約方式，参加

要件，評価方法について審査を実施

・実施数：１１７件

（随意契約：６６件，総合評価：４７件，一者応

札：３件，市場化テスト：１件）

�．横割り（横串）的な重複排除

概算要求を行うに当たっては，主要な政策分野

について事前に他府省と要求内容等について連絡

調整を適切に行い，重複排除を徹底した。

「平成２５年度予算の概算要求組替え基準につい

て」（平成２４年８月１７日閣議決定）において，各

府省の類似施策の重複排除等の徹底のため，概算

要求前に府省の垣根を越えた連絡調整の場を設け

て，要求内容について調整を行うこととされてい

ることを踏まえ，エネルギー，防災等の府省横断

的な政策分野において，必要に応じて政務レベル

の会議を開催することなどにより，要求内容等に

ついて関係府省と連絡調整を適切に行い，重複排

除を徹底した。

４． 地域主権の確立に向けた取組

地方の主体的な取組を支援する交付金の適確な

運用・改善，直轄事業負担金の廃止について，今

後必要な検討を行い，適切に対応していく。

�．地方の主体的な取組を支援する交付金の適確

な運用・改善

国土交通省では，平成２２年度予算で従来の個別

補助金を原則一本化し，地方の自由度を高めた社

会資本整備総合交付金を創設した。同交付金につ

いては，平成２３年度からは従前区分していた４分

野を統合し，一層柔軟な予算流用を可能とした。

今後とも，地方公共団体が主体的にさまざまな事

業を円滑に進めていけるよう，地方のニーズを踏

まえつつ，適確な運用を図るとともに，必要に応

じて改善を図っていく。

一方，平成２３年度には，都道府県を対象とし

て，年度間，地域間の変動，偏在が小さい事業に

ついて一括交付金化した地域自主戦略交付金が創

設され，平成２４年度には，同交付金について政令

指定都市が対象に追加されるとともに，対象事業

も拡充された。また，同年度に沖縄の振興に資す

る事業を支援する一括交付金として沖縄振興公共

投資交付金と，東日本大震災の被災地方公共団体

の復興地域づくりに資する事業を支援する東日本

大震災復興交付金が創設された。

今後，地方公共団体が，各種交付金をそれぞれの

役割分担の下，組み合わせて活用し，地方のニーズ

に応じて主体的に様々な事業を円滑に進めていけ

るよう，適確に運用を図っていくものとする。

�．直轄事業負担金の廃止

直轄事業負担金の問題は，国と地方の役割分担

の在り方や今後の社会資本整備の在り方等，地域

主権の実現に関する様々な課題と密接に関連する

ため，これとの整合性を確保しながら，関連する

諸制度の取扱いを含めて検討を行い，現行の直轄

事業負担金制度の廃止とその後の在り方について

結論を得る。

このため，総務省，財務省，農林水産省及び国

土交通省の４省の大臣政務官による「直轄事業負

担金制度等に関するワーキングチーム」におい

て，必要に応じ地方の意見を聞きながら，検討を

進める。
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国土交通省関係予算概算要求事業費・国費総括表 （単位：百万円）

事 項

事 業 費 国 費

備 考平成２５年度
要求額

（A）

前年度
予算額

（B）

対前年度
倍率

（A／B）

平成２５年度
要求額

（C）

前年度
予算額

（G）

対前年度
倍率

（C／G）

うち
特別重点要求等

（D＝E＋F）
特別重点要求
（E）

重点要求
（F）

治 山 治 水 ８０３，４１３ ７５２，４６５ １．０７ ６２８，０５５ ８７，４２１ １，２６０ ８６，１６１ ５９８，１６４ １．０５ １． 本表は，沖縄振興開発事業費の国土交通省関係分を含む。
２． 推進費等の内訳（平成２５年度国費）は，

○災害対策等緊急事業推進費等 １９，８２４百万円
○北海道特定特別総合開発事業推進費 ７，４０６百万円

である。
３． 本表のほか，
東日本大震災からの復興対策に係る経費（平成２５年度国費）
として，

復旧・復興 ５６５，７１６百万円
全 国 防 災 ３０９，７００百万円

計 ８７５，４１６百万円
がある。

４． 特別会計改革の実施等により経理区分が変更されること
に伴い増加する経費については，予算編成過程において検
討し，必要な措置を講ずることとされており，当該経費に
かかる要求は事項要求とし，要求額（国費）に含まない。

（参考） 全国防災を含んだ場合の再計（公共事業関係費）
（単位：百万円）

区 分 平成２５年度要求額 前年度予算額 倍率

事業費
（５３３，４７７）
１１，７５４，８６６

（４２７，３３５）
１１，４４２，１３８ １．０３

国 費
（２９０，０６９）
４，４２４，３６２

（２２９，２５３）
４，１６３，８６９ １．０６

※上段（ ）内書は全国防災である。

治 水 ７８１，６２１ ７３１，６０８ １．０７ ６０６，２５４ ８４，５５６ １，２６０ ８３，２９６ ５７７，２４９ １．０５

海 岸 ２１，７９２ ２０，８５７ １．０４ ２１，８０１ ２，８６５ ０ ２，８６５ ２０，９１５ １．０４

道 路 整 備 ３，０６２，８５０ ２，９３７，２２２ １．０４ １，０８６，４６４ １７６，４７６ ６，５００ １６９，９７６ １，０２０，２４９ １．０６

港 湾 空 港 鉄 道 等 ７３８，３０９ ７２２，７４４ １．０２ ３５６，３５２ ５０，８７１ ７，０００ ４３，８７１ ３３６，９４３ １．０６

港 湾 ２８１，４３０ ２５２，７８８ １．１１ １８１，８００ ３０，４１４ ７，０００ ２３，４１４ １６８，５２９ １．０８

空 港 ９２，０８６ ６８，９７３ １．３４ ７４，６０３ １２，３３０ ０ １２，３３０ ７０，６６２ １．０６

都 市 ・ 幹 線 鉄 道 ９４，９５２ ８７，４１１ １．０９ ２５，５０８ ８，１２７ ０ ８，１２７ ２３，０８０ １．１１

新 幹 線 ２６６，０００ ３０９，５００ ０．８６ ７０，６００ ０ ０ ０ ７０，６００ １．００

航 路 標 識 ３，８４１ ４，０７２ ０．９４ ３，８４１ ０ ０ ０ ４，０７２ ０．９４

住宅都市環境 整 備 ３，３７６，５２７ ３，４８４，８５５ ０．９７ ４４３，１５９ ３９，５９０ １，２８０ ３８，３１０ ４１９，７４２ １．０６

住 宅 対 策 ２，６０１，１６２ ２，７２７，２０２ ０．９５ １５９，７３１ １５，０００ ０ １５，０００ １４５，０８２ １．１０

宅 地 対 策 １５０，９０１ １６３，７７４ ０．９２ ０ ０ ０ ０ ０ ―

都 市 環 境 整 備 ６２４，４６４ ５９３，８７９ １．０５ ２８３，４２８ ２４，５９０ １，２８０ ２３，３１０ ２７４，６６０ １．０３

市 街 地 整 備 ２４６，７５１ ２１９，９７４ １．１２ ２１，０３５ ６，８６４ １，２８０ ５，５８４ １４，１４４ １．４９

道 路 環 境 整 備 ３４７，５２８ ３４０，７７６ １．０２ ２４１，５６８ １７，７２６ ０ １７，７２６ ２３７，６７６ １．０２

都 市 水 環 境 整 備 ３０，１８５ ３３，１２９ ０．９１ ２０，８２５ ０ ０ ０ ２２，８４０ ０．９１

公園水道廃棄物処理等 ４０，２９９ ４５，２９２ ０．８９ ３４，００９ ２，５７８ ２，５７８ ０ ３６，２８３ ０．９４

下 水 道 ７，１４９ ７，６５８ ０．９３ ６，３３１ １，９７８ １，９７８ ０ ５，９０３ １．０７

国 営 公 園 等 ３３，１５０ ３７，６３４ ０．８８ ２７，６７８ ６００ ６００ ０ ３０，３８０ ０．９１

社会資本総合 整 備 ３，０８７，４７４ ２，９５２，２３５ １．０５ １，５０５，５７５ ２１５，９２９ ０ ２１５，９２９ １，４３９，５３０ １．０５

小 計 １１，１０８，８７２ １０，８９４，８１３ １．０２ ４，０５３，６１４ ５７２，８６５ １８，６１８ ５５４，２４７ ３，８５０，９１１ １．０５

推 進 費 等 ４２，０５８ ４９，２４１ ０．８５ ２７，２３０ ０ ０ ０ ３０，２５６ ０．９０

一 般 公 共 事 業 計 １１，１５０，９３０ １０，９４４，０５４ １．０２ ４，０８０，８４４ ５７２，８６５ １８，６１８ ５５４，２４７ ３，８８１，１６７ １．０５

災 害 復 旧 等 ７０，４５９ ７０，７４９ １．００ ５３，４４９ ０ ０ ０ ５３，４４９ １．００

公 共 事 業 関 係 計 １１，２２１，３８９ １１，０１４，８０３ １．０２ ４，１３４，２９３ ５７２，８６５ １８，６１８ ５５４，２４７ ３，９３４，６１６ １．０５

官 庁 営 繕 ４１，３５９ ３５，７６１ １．１６ ２０，０８７ ３，７５０ １，３５０ ２，４００ １６，８４２ １．１９

そ の 他 施 設 ３７，１６６ ３４，３２５ １．０８ ３１，５１５ １０，４１１ ５，４１９ ４，９９２ ２９，１７４ １．０８

行 政 経 費 ― ― ― ５５５，０６２ ２８，２８７ １４，１２９ １４，１５８ ５６６，９７７ ０．９８

合 計 ― ― ― ４，７４０，９５７ ６１５，３１３ ３９，５１６ ５７５，７９７ ４，５４７，６０９ １．０４
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